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3 この事例は、現地踏査ではなく、一次資料や二次資料によって構成したものである。註のあるところ以外は、
次の文献を参照し構成している。 























編成され、毎週のように会議が重ねられた。数ヵ月の準備ののち、1992 年 3 月には、ジョイントベン
チャー方式による NPO の設立構想が発表され、7月には、地域経済の戦略的分析報告「危機にある経済」
の発表イベントに 1,000 人のリーダーが集まり、9 月には 13 の分科会が編成された。最初の１年間を
かけて、地域の未来ビジョンを固める作業に着手した。これらの下準備を経て、93年４月、正式に JV:SVN
が発足する。 



















                         
















年から、すでに広域連携の構想はスタートしており、それを含めると 15 年間ほどの準備期間となる。 












































◎ ス ー ザ ン ・ ハ マ ー （ サ ン ノ ゼ 市 長 ）
◎ エ ド ・ マ ク ラ ッ ケ ン （ シ リ コ ン ・ グ ラ フ ィ ッ ク ス
官 民 の 2-TOPに よ る
  象 徴 的 な 共 同 議 長
強 力 な 政 策 形 成 CEO
◎ ベ ッ キ ー ・ モ ー ガ ン （ 前 ・ 州 上 院 議 員 ）
◎ ト ム ・ ヘ イ ズ （ ア プ ラ イ ド ・ マ テ リ ア ル 社 役 員
　 　 セ ク タ ー を 超 越 し て 構 成 さ れ た
民 主 的 か つ ボ ラ ン タ リ ー な リ ー ダ ー 組 織
◎20 0名 を 超 え る リ ー ダ ー の 参 加
リ エ ゾ ン オ フ ィ サ ー 的 役 割 を 担 う
　 　 　 　 　 　 支 援 者 層 　 ◎ ジ ョ ン ・ ヤ ン グ （ H P社 社 長 ）
　 ◎ レ ジ ス ・ マ ッ ケ ン ナ （ コ ン サ ル タ ン ト 会 社 C EO
　 ◎ ウ ィ リ ア ム ・ ミ ラ ー （ 前 ・ ス タ ン フ ォ ー ド 大 学
（ 連 邦 政 府 か ら の 支 援 へ 結 実 ）
戦 略 的 な オ ー ソ ラ イ ズ （ 権 限 委 譲 ） の 保 障
ジ ョ イ ン ト ベ ン チ ャ ー ： シ リ コ ン バ レ ー ネ ッ ト ワ ー ク の
多 層 的 な タ ス ク ・ フ ォ ー ス 機 構




る。アーヘンの連携をコーディネートした AGIT は、もともとの母体は地域の大学教授が起こした NPO
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修士論文で岩手大学とともに比較事例に取り上げた山口大学の三木俊克教授（調査当時、地域共同研
究開発センター長）に、後日、「地域クラスターセミナー」8
◎ 岩 手 大 学 地 域 共 同 研 究 セ ン タ ー が 第 ２ フ ェ ー ズ の 戦 略
ン 機 能 の 強 化 」 を 打 ち 出 す → 2 0 0 0 年 度 か ら 岩 手 大 学 を 拠
的 な 地 域 リ エ ゾ ン 体 制 の 拡 充 へ
◎ 岩 手 大 学 が 釜 石 市 、 宮 古 市 、 北 上 市 、 水 沢 市 、 花 巻 市
市 と 順 次 、 相 互 友 好 協 力 協 定 を 締 結
◎ IN S の 公 共 的 意 義 が 高 ま り 、 会 員 数 、 研 究 会 数 が 飛 躍 的
　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 2 0 0 3 ～ → 法 人 化 へ 向 け た 次 の 発 展
◎ 交 流 会 が 「 IN S （ 岩 手 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム ） 」 と し て
◎ テ ク ノ 財 団 を 拠 点 に リ エ ゾ ン 体 制 の 基 盤 が 築 か れ る →
ジ ェ ク ト の 採 択 続 く
◎ 岩 手 大 学 地 域 共 同 研 究 セ ン タ ー が 正 式 に 設 置 さ れ る
◎ 釜 石 ・ 大 槌 、 北 上 、 花 巻 、 両 磐 と 地 域 技 術 移 転 の 拠 点
整 備 さ れ て い く
◎ 3 0 代 前 半 の 少 人 数 の 産 官 学 メ ン バ ー に よ る 交 流 会 発 足
◎ 地 域 共 同 研 究 セ ン タ ー 設 置 へ の 構 想 と 働 き か け
◎ 官 学 の 政 策 協 調 が 始 ま る → 産 官 学 共 同 研 究 の 促 進 へ
飛 躍 期
（ 1 9 9 9～ 2 0 0 2 ）
成 長 期
（ 1 9 9 2～ 1 9 9 8）
萌 芽 ～ 孵 化 期




















                         
8
 独立行政法人経済産業研究所、文部科学省科学技術政策研究所、研究・技術計画学会の共催による定例セミナー。 
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